
公立大学法人福知山公立大学公告第６号  

 

 福知山公立大学入学試験問題の校正、印刷、保管および輸送に係る公募型プロポーザ

ルについて、以下の通り公告する。 

 

  令和元年８月５日 

 

公立大学法人福知山公立大学 

理事長 井口 和起 

１ 業務概要 

（１）業務名       福知山公立大学入学試験問題の校正、印刷、保管および輸送 

（２）業務内容  別に定める「福知山公立大学入学試験問題の校正、印刷、保管お

よび輸送に関する業務仕様書（以下「仕様書」という。）」のと

おり 

（３）委託期間   契約締結日から令和２年３月３１日（金）まで 

当業務は原則５年間委託するが、年度毎に仕様等契約内容の見直

しを行う 

（４）見積上限額  ２，２００千円（消費税を含む。） 

 

２ 参加資格要件 

（１）参加資格要件 

本プロポーザルに参加を希望する者（以下「参加希望者」という。）は、次の

ア～カに掲げる要件をすべて満たす者であること。 

ア 令和元年度において福知山市指名競争入札等参加資格者名簿に「その他（役務）」

で登録されている者、又は、福知山市の定める指名競争入札等参加資格審査に関

する取扱いに準じて公立大学法人福知山公立大学（以下「法人」という。）が参加

を認める者。 

イ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4の規定に該当しな

い者であること。 

ウ 福知山市指名競争入札参加者指名停止取扱要綱（平成 15 年福知山市告示第

137 号）に定める指名停止基準その他国等契約実施機関が定める指名停止基準

に基づく指名停止の措置期間中の者でないこと。 

エ 福知山市暴力団等排除措置要綱（平成 23 年福知山市告示第 126 号）に基づく

入札参加資格停止期間中の者でないこと。 

オ 本店所在地において市町村民税（特別区にあっては、都民税）の滞納がない

こと。 



カ 過去３年間において、日本国内で５大学以上の入学試験問題の校正、印刷お

よび保管の業務を元請として滞りなく遂行した実績があること。 

（２）参加資格の基準日 

   参加資格の基準日は、参加申込書の提出日とする。ただし、参加資格の確認後

から受託予定事業者の決定日までの間に参加資格に関する要件を欠く事態が生

じた場合は、失格とする。 

 

３ 参加手続等 

（１）提出書類 

参加希望者は、次の①～④に定めるところにより関係書類を作成し、提出しなけ

ればならない。また、申請時点において福知山市指名競争入札等参加資格者名簿に

「その他（役務）」で登録されていない者については、⑤～⑬に定める書類をあわ

せて提出しなければならない。 

① 「参加申込書」【様式１】 

② 「法人等の概要」【様式２】 

③ 「他大学での入学試験問題の校正、印刷および保管の実績」【様式３】 

④ 「法人の組織が分かる資料」、「パンフレット」等 

 

≪次の書類は、福知山市指名競争入札等参加資格者名簿に「その他（役務）」で登録

されていない参加希望者のみ提出すること≫ 

⑤ 「参加資格審査申請書」【様式４】 

⑥ 
「委任状」【様式５】 

※支店等に入札・契約等の行為の権限委任をする場合のみ提出すること 

⑦ 

「代表者の身分（身元）証明書」 

 本籍地で証明を受けること（発行後３ヶ月以内のもの。写し可） 

※事業者が個人の場合のみ提出すること 

⑧ 

「法人登記事項証明書」又は「現在事項証明書」 

 法務局で証明を受けること（発行後３ヶ月以内のもの。写し可） 

※事業者が法人の場合のみ提出すること 

⑨ 

「登記されていないことの証明書」 

法務局で証明を受けること（発行後３ヶ月以内のもの。写し可） 

※証明条項として「成年被後見人，被保佐人とする記録がない」ことを証

明しているものに限る。 

⑩ 

「市税納税証明書」 

 福知山市税務課または各支所で証明を受けること（証明年月日が平成３

０年１０月１日以降のもの。写し可）。申請者が個人の場合は本人のもの、



法人の場合は当該法人のものを提出すること。 

※市内業者の場合のみ提出すること 

⑪ 

「消費税等納税証明書」 

税務署で証明を受けること（発行後３ヶ月以内のもの。写し可、電子納

税証明書可） 

⑫ 「業者カード」【様式６】 

⑬ 

「貸借対照表」及び「損益計算書」 

 直前営業年度のもの 

※事業者が法人の場合のみ提出すること 

（２）提出部数  各１部  

（３）提出期限  令和元年８月２６日（月）午後５時必着 

（４）提出方法  持参又は郵送 

（５）提出先   担当部署に同じ 

 

４ 参加資格審査 

参加申込書等の提出資料に基づき、参加資格要件の審査を行う。 

参加資格審査結果は、各参加希望者へ参加資格審査結果通知書を、郵送により文

書で通知する。あわせて、参加資格要件を満たしている者には、企画提案書等の提

出を要請する。 

 

５ 質疑 

本プロポーザルに関して質問がある参加希望者に対して、次のとおり質疑を受け付

け、回答する。  

（１）提出書類  質疑書【様式７】 

（２）提出期限  令和元年８月２３日（金）午後５時必着 

（３）提出方法  メール 

（４）提出先   担当部署に同じ 

（５）回答    令和元年８月２７日（火）に参加希望者全員にメールで通知する。 

 

６ 企画提案書等の提出 

企画提案書等の提出を要請された者（以下「企画提案者」という。）は、仕様書

にもとづき企画提案書等を作成し、提出するものとする。 

（１）提出書類  提出書類は次のとおりとする。アを除き、様式は自由とする。 

ア 企画提案書【様式８】 

イ 試験問題の印刷やその保管、輸送の各業務に対する体制を説明し、その他より

厳格な体制となる提案なども行うこと。 



ウ 見積書  

エ スケジュール表 

オ 過去に実施した同様の業務の概要  

カ 業務実施体制 

キ その他提案に必要と思われる資料 

（２）提出部数  １０部（正１部 副９部） 

（３）提出期限  令和元年９月４日（水）午後５時必着 

（４）提出方法  持参又は郵送 

（５）提出先   担当部署に同じ 

 

７ 審査方法 

（１） 審査 

法人が設置する審査会において企画提案者によるプレゼンテーションを実施す

る。審査会は、企画提案者から提出される企画提案書等の提出書類及びプレゼンテ

ーションの内容を審査し、受託予定事業者を決定する。 

なお、応募者多数の場合は、企画提案書等の提出書類に基づき担当部署において

プレゼンテーション参加への審査を行う場合がある。 

（２） 評価項目 

ア 業務体制 

イ 技術・経験  

ウ 見積金額 

（３） 評価基準  

ア 業務体制  次の４項目を各１５点で評価し、合計で６０点の範囲で評点化す

る。  

（ア） 入学試験問題等の校正の際に、問題漏洩等が発生しにくい業務体制にな

っているか 

（イ） 入学試験問題等の印刷の際に、問題漏洩等が発生しにくい業務体制にな

っているか 

（ウ） 入学試験問題等の保管の際に、問題漏洩等が発生しにくい業務体制にな

っているか 

（エ） 入学試験問題等の輸送が計画通り遂行できる業務体制になっているか 

イ 技術・経験  次の項目を評価し、合計で３０点の範囲で評点化する。  

（ア） 全体スケジュール及び業務実施体制は、業務に見合う適切なものとなって

いるか 

（イ） 当該事業に関する知見やノウハウを有しているか、実績から質の高い業務

の着実な履行が期待できるか 



ウ 見積金額  次の項目を評価し、合計で１０点の範囲で評点化する。  

（ア）適切な経費の内訳となっているか 

（４）プレゼンテーション 

ア 日程 令和元年９月１１日（水）午前（予定） 

  ※日程や場所等については、企画提案書等の提出要請時に通知する。 

イ プレゼンテーション時間 

  次の時間配分にて参加者ごとに審査員に対してプレゼンテーションを行う。時

間配分はあくまで目安であり、進行状況により時間配分を変更する場合がある。

プレゼンテーションの際は、上記（３）の評価基準に基づいて説明を行うこと。 

（ア） プレゼンテーション４５分 

（イ） 質疑応答１５分 

  ウ 注意事項 

（ア） プレゼンテーションは、企画提案書等を受け付けた順に個別に実施する。 

（イ） プレゼンテーションの開始時間等は別途通知する。 

（ウ） プレゼンテーションの際に機材を使用する場合は事前に担当部署に連絡

し、企画提案者が準備すること。ただし、プロジェクター及びスクリーン

は法人が準備する。 

（エ） プレゼンテーションは事前に提出した企画提案書等に基づき行うものと

し、内容の変更は認めない。 

（オ） プレゼンテーションに参加しない場合は、失格とする。 

（カ） 原則として本業務の実施責任者がプレゼンテーションを行うものとする。 

（キ） 法人は、本業務の受託予定事業者の選定を行うために必要な範囲におい

て、企画提案書等を複写することがある。 

 

８ 選定結果の通知 

選定結果については、全企画提案者に対し郵送により文書で通知するものとする。ただし、

選定結果に関する異議の申し立ては受け付けない。 

 

９ 契約方法等  

（１） 受託予定事業者と法人が随意契約を締結する。  

（２） 契約を締結する場合において、受託予定事業者は契約締結日までに契約金額の

１００分の１０以上の契約保証金を納付しなければならない。ただし、公立大学

法人福知山公立大学契約事務規程第２６条第 1 項各号のいずれかに該当する場

合は、全部又は一部を免除する。 

（３） 受託予定事業者との協議が整わなかったとき、又は、受託予定事業者が正当な理

由なく契約を締結しないときは、その選定結果を取り消すとともに、次順位の者



を受託予定事業者として選定し、随意契約を締結する。 

 

10 その他 

（１） 提出書類における各様式は福知山公立大学ウェブサイトからダウンロードする

こと。 

（２） 企画提案書等及び契約手続き等において使用する言語及び通貨は、それぞれ日

本語及び日本国通貨とする。 

（３） 提出書類の作成及び提出に要する費用は、参加希望者及び企画提案者の負担と

する。 

（４） 提出書類は返却しない。 

（５） 提出書類の提出期限後における差替え及び再提出は認めない。 

（６） 提出書類に虚偽の記載をした場合、又はその他の不正行為をした場合は失格と

する。 

（７） 参加申込書の提出後に辞退する場合は、辞退届（様式任意）を担当部署に提出

すること。 

 

11 担当部署 

〒６２０－０８８６ 京都府福知山市字堀３３７０番地 

公立大学法人福知山公立大学 学務・学生支援グループ（担当：中尾） 

電 話：０７７３－２４－７１００ 

ファックス：０７７３－２４－７１７０ 

メール：admission■fukuchiyama.ac.jp （※■は@と読み替えること） 


